
SEF0016CH.smd  Page 1 23/11/15 09:19  v4.00
収益不動産相続･奇数 A5･柱罫有･01A．honbun･14Q×31倍×横1段･25Q×27行･無線綴じ･セット済

16 いわゆるタワマン裁判の最高裁判決を受けての留意事項

は

Ｑ
父は、10年前、相続税節税のためにタワーマンション

の1室を購入し、賃貸をしています。ところで、令和4年

4月19日、「タワマン節税裁判」でタワーマンション所有者にとっ

て不利な判決があったと聞きました。どのような判決内容で、今

後、タワーマンションを利用した相続税の節税における注意点は

ありますか。

Ａ
財産評価基本通達により評価を行うことが実質的な租

税負担の公平に反するというべき事情がある場合には、

財産の価額を、当該評価を上回る価額によるものとしても平等原

則に違反するものではないと判示されました。

令和6年1月1日以後に相続、遺贈又は贈与により取得した居住

用の区分所有財産については、「居住用の区分所有財産の評価に

ついて（法令解釈通達）」により評価を行うことになることに注

意が必要です。

解 説

１ 最高裁令和4年4月19日判決（判時2533・8）について

この判決の事案を簡単にまとめると、以下のようになります。

［事案（事件）の概要］

被相続人は、他界する約3年前に、甲不動産（タワーマンション）を

代金8億3,700万円、乙不動産（タワーマンション）を代金5億5,000万

円で購入しました。なお、これらの取得に当たっては、信託銀行等か

ら合計10億円超の借入れを行いました。

相続開始後、相続人は、相続税申告の際に不動産評価に用いられる
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47 収益不動産を共有して賃料収入を得る場合の遺産分割協

議はどうすればよいか

Ｑ
亡くなった父は、賃貸用の戸建て住宅を所有していま

した。

相続人は私と母だけなのですが、遺産分割では2分の1ずつ共有

にしたいと考えています。この場合、遺産分割協議書には、どの

ような内容を盛り込めばよいのでしょうか。

Ａ
遺産の具体的な分割方法には、現物分割、代償分割、

換価分割、共有分割があり、遺産分割協議においては、

当事者の合意により、いずれの分割方法も採用することができま

す。

また、収益不動産を共有分割する場合、遺産分割協議書には、

①取得する持分割合はもちろんのこと、②共有物にする収益不動

産をどのように使用、管理、変更するのか、③収益不動産から生

じる収入をどのように分配するのか、④管理費用、固定資産税・

都市計画税をどのように分担するのか等を記載するのが望まし

いです。

解 説

１ 遺産分割協議における遺産分割の方法

遺産の具体的な分割方法には、現物分割（個々の遺産の形状や性質

を変更することなく分割すること）、代償分割（ある共同相続人に法定

相続分を超える額の財産を取得させ、他の共同相続人に対する債務

［例：代償金］を負担させること）、換価分割（遺産を換金処分した後、
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58 駐車場（土地）について信託契約があり、受益者である

被相続人の死亡により、ある相続人が受益権を取得した場

合、遺留分侵害額請求はできるか

Ｑ
貸駐車場の土地について、亡き父を委託者、信託会社

を受託者、亡き父を受益者（ただし、父が死亡した時に

は兄が受益者となる定めあり）とする信託契約がありました。唯

一の遺産ともいうべきものは、この土地しかありません。

① 兄が受益権を取得したことで、私の遺留分を侵害しているこ

とになりますか。

② 遺留分の算定はどのように行うべきでしょうか。

Ａ
① 兄が取得した受益権は、遺留分を算定するための財

産となり、兄による受益権の取得は、弟の遺留分を侵

害したことになります。

② 遺留分の算定は、信託における信託財産の価額又は受益権の

価額によって行うことになりますが、確立した実務はありませ

ん。

解 説

１ 遺言代用信託とは

遺言代用信託とは、委託者の死亡により受益権等を取得する旨の定

めがある信託をいい、典型的には、委託者が財産を信託して、委託者

生存中は委託者自身を受益者とし、委託者死亡後は委託者の配偶者や

子などを受益者とすることによって、自己の死亡後における財産の分

配を実現するものです（神田秀樹＝折原誠『信託法講義〔第2版〕』179頁（弘
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務はありません。

設問の場合には、委託者である父の財産は駐車場のみで、第2次受益

者は兄のみとされるので、仮に、兄が、この信託の唯一の帰属権利者

に指定されていて、適宜の時期に信託を終了できるというのであれば、

信託財産の価格＝受益権の価格と考え、駐車場の価格を基に遺留分の

算定を行うことができます。

アドバイス

〇遺留分侵害額請求の効果

前掲の東京地裁平成30年9月12日判決は、遺留分減殺請求制度のとき

のもので、前述の受益権説に立ちつつ、現物精算ができないことを背景

として、「遺留分制度を潜脱する意図で信託制度を利用したものであっ

て、公序良俗に反して（収益をあげることが予定されていない不動産の

信託譲渡行為は）無効である」と判示しました。

しかし、現行の遺留分侵害額請求制度の下では、権利行使により生ず

る権利が金銭債権化されたため（Ｑ55参照）、結論は変わる可能性があり

ます。

信託財産説に立った場合には受託者が、受益権説に立った場合には受

益者が、それぞれ、遺留分侵害額請求に対応することになります。この

うち、受益権説に立った場合には、相続人である受益者は、（現物財産で

なく）換価可能性の乏しい受益権しか取得していないため、遺留分侵害

額請求に対応する金銭をどのように捻出するかが課題となります。
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